
令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施状況及びその効果について

Ｎｏ 事業名 担当課 事業の目的・内容 事業始期 事業終期 事業費総額 交付金充当額 事業実績 事業の効果
上段：成果目標

下段：実績

1
住⺠税⾮課税世帯に対する物価高騰対策給付金【物価高騰対策
給付金】

社会福祉課

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。R 5年
度分の住⺠税⾮課税世帯に対して重点的な支援
措置を実施するため、1世帯につき70,000円の
物価高騰対策給付金を支給する。

R5.12.25 R6.9.20 633,764,589 633,764,589

〇住⺠税⾮課税世帯に対する物価高騰対策給付金及び事務費 633,764,589円
【内訳】
・給付金 70,000円×8,900世帯＝623,000,000円
・消耗品費 プリンタトナー等 242,221円
・印刷製本費 送付用・返信用封筒 268,345円
・郵便料 支給要件確認書、支給決定通知発送 828,340円
・電話料 25,997円
・口座振替手数料等 518,155円
・システム変更委託料 6,369,000円
・人材派遣委託料 1,623,600円
・複写機、パソコン等使用料 888,931円

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得者世帯の中で世帯人数が
多い子育て世帯や、定額減税の恩恵を十分に受けられないと見込まれる所得水準世帯
のうち住⺠税⾮課税世帯に対し、給付金を支給することができた。市が保有する住⺠
税課税情報及び口座情報を利用し、対象世帯に対してプッシュ型で支給要件確認書を
送付することで、目標を超える支給率を達成することができた。

対象世帯に対して令和6年1月までに支給を開始
する
目標：令和6年1月開始
実績：令和6年1月12日支給開始

2

住⺠税⾮課税・均等割のみ課税移行世帯給付金
（住⺠税均等割のみ課税世帯に対する物価高騰対策給付金【物
価高騰対策給付金】および子育て世帯に対する物価高騰対策加
算給付金【物価高騰対策給付金】を含む）

社会福祉課

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。R5年
度分の住⺠税均等割のみ課税世帯、R6年度分
の⾮課税化世帯、住⺠税均等割のみ課税世帯に
対し、1世帯につき100,000円。R5年度分の住
⺠税⾮課税世帯、住⺠税均等割のみ課税世帯、
R6年度分の⾮課税化世帯、住⺠税均等割のみ
課税世帯に属するこどもに対して重点的な支援
措置を実施するため、1人につき50,000円の物
価高騰対策給付金を支給する。
また、定額減税を補足する給付として、定額減
税しきれない方に給付金を支給する。

R6.1.23 R7.3.7 1,114,763,222 1,114,763,222

〇住⺠税⾮課税・均等割のみ課税移行世帯給付金及び事務費 1,114,763,222円
【内訳】
・給付金 100,000円×3,477世帯＝347,700,000円
     50,000円×1,369人＝68,450,000円
・調整給付金 28362人 669,730,000円
・消耗品費 プリンタトナー等 327,717円
・印刷製本費 送付用・返信用封筒 844,921円
・郵便料 支給要件確認書、支給決定通知発送 3,030,819円
・電話料 101,122円
・口座振替手数料等 2,371,902円
・コンピュータ保守委託料 220,000円
・事務電算処理委託料 475,717円
・システム変更委託料 11,979,000円
・人材派遣委託料 7,808,032円
・複写機等使用料 106,992円
・パーソナルコンピュータ等使用料 1,617,000円

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得者世帯の中で世帯人数が
多い子育て世帯や、定額減税の恩恵を十分に受けられないと見込まれる所得水準世帯
に対し、給付金を支給することができた。市が保有する住⺠税課税情報及び口座情報
を利用し、対象世帯に対してプッシュ型で支給要件確認書を送付することで、目標を
超える支給率を達成することができた。

対象世帯に対して令和6年2月までに支給を開始
する
目標：令和6年2月開始
実績：令和6年1月31日支給開始

4 東松山市水道事業会計繰出・補助（水道料金減免事業） 上下水道経営課
物価高騰に直⾯する市⺠や事業者を支援するた
め、水道料金の基本料金を６か月分免除する。

R5.10.1 R6.3.29 232,335,940 149,443,000

〇水道事業会計補助金等 232,335,940円
【実績】
・消耗品費 プリンタトナー等 293,800円
・郵便料 通知はがき発送 1,312,690円
・システム変更委託料 700,000円
・基本料金免除件数及び免除額  141,880件 230,029,450円
 月ごとの明細は以下のとおり。
  10月  24,700件 40,207,825円
  11月  22,465件 36,216,975円
  12月  24,722件 40,298,925円
  1月    22,478件 36,398,225円
  2月    24,883件 40,424,375円
  3月    22,632件 36,483,125円

水道料金の基本料金を６か月分免除することにより、物価高騰に直⾯する市⺠や事業
者を支援することができた。

基本料金免除者数（公共施設を除く）／基本料
金免除対象者数（公共施設を除く）
目標：100％
実績：100%
（141,880人/141,880人）
※延べ人数


